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環境に配慮した製品の普及促進を行うために、原材料や部品については「グリーン調達ガイドライン」を、
文具などの事務用品については「グリーン購入ガイドライン」を定めて購買活動に取り組んでいます。

グ リ ー ン 調 達 ・ グ リ ー ン 購 入

環境調和型製品の普及を目指し
ガイドラインを活用

グリーン購入

　2001年にグリーン購入ガイドラインを制定し、環境に配慮 

した事務用品の購入に努めています。商品・サービスを
購入する際に、価格や品質だけでなく環境負荷ができる 

だけ小さいものを優先的に購入するグリーン購入を推進 

しています。

Ｗeb購入システムの活用

　YOKOGAWAグループ内のサービスを行っている横河
パイオニックス（株）では、各自がパソコン上で事務用品の
購入手続きができるシステムを運用しています。各商品の 

選択の際に、各自が環境にやさしい商品を選択できるように、 
各商品の情報を掲載しています。
　また、2006年12月から4コマ漫画で楽しく学ぶ「文房具
のEco教室」（全10回）の連載を始めました。
　この連載は、文房具のリサイクル方法など、エコ商品に
ついて理解を深めてもらうため、漫画を用いて分かりやす
く案内しています。

グリーン調達

　YOKOGAWAは2000年にグリーン調達ガイドラインを
制定し、グリーン調達活動を進めています。
「環境負荷の少ない資材調達＝環境調和型製品の提供」
を基本に環境に配慮したグリーン調達活動を積極的に推進
しています。

RoHS指令対応部品切り替促進プロジェクト

　横河電機および横河マニュファクチャリングは、「RoHS

指令対応部品切り替促進プロジェクト」キャンペーン（2006

年12月1日～2007年3月13日）を行いました。
　EUの環境規制であるRoHS指令施行に伴い、部品メー
カー各社によるRoHS指令対応部品への切り替えが加速し
ています。調達する側のRoHS指令対応部品の受入、デー
ターベースの変更などを効率的に進めるため、社内プロ
ジェクトを発足させました。このプロジェクトでは、RoHS

指令対応部品切り替え促進活動を行い、調達工数の増大
などによる生産工程の遅延を改善することができました。
　取引先における多大なご協力のもと、RoHS指令に対応
した電子部品への切り替えを大規模に実施し、環境対応
への取り組みをさらに大きく前進させることができました。

環境保全パトロールを実施

　横河マニュファクチャリング甲府工場では、生産協力 

会社等を対象に、環境保全パトロールを実施しています。
　パトロールは、有害物質や廃棄物の管理状態など監査
ポイントに基づいて、現場、現物、現実を確認しながら 

実施し、2006年度も年間計画に盛り込み、定期的な活動を 

行っています。
　小峰工場では、協力会社向けにグリーン調達ガイドライン 

や環境経営システムの紹介資料などを配布し、環境への
意識の高揚を図っています。

漫画で学ぶ
「文房具のEco教室」

12月：
詰替商品の巻き
1月：
エコマークの巻き
2月：
ファイルの巻き
3月：
筆記用具の巻き
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グリーン生産ライン改善規定

　2002年制定の「グリーン生産ライン改善規定」は、環境 

負荷削減を目的に、各生産ラインで推進する改善活動
のための指針です。この規定は1981年から実施されて
きた生産管理方式NYPS（New Yokogawa Production 

System）とともに、生産現場における改善活動の支えと
なっています。

甲府工場におけるコンバータ検査ラインの統合

　横河マニュファクチャリング甲府工場の生産技術本部で
は、コストダウンと環境負荷削減の両立に向けて、改善施策 

に取り組んできました。その一つに環境機器液体分析計
の調整検査ラインの統合による電力、資源の削減があ 

ります。液体分析計は水のpHや導電率といった水質分析
などに使われる分析計。実際に信号を検出するセンサと
その信号を出力するための変換器（コンバータ）の組み合
わせで構成されています。今回生産体制が変わり、全世界 

向けの液体分析計コンバータを甲府工場で担うことに 

なったことから、生産台数が年間3倍以上に増加。これに 

伴い調整検査ラインの改善を行い、装置の稼働率を 

横河マニュファクチャリング甲府工場では、経営効率向上に結びつく生産技術力の向上を目指して
大幅なコストダウンと融合した環境負荷の削減に取り組んでいます。

グ リ ー ン 生 産 ラ イ ン

コストダウンと環境負荷削減の両立を目指し
工程の改善などの施策に取り組む

上げるとともに、電力の削減に取り組みました。
　従来の調整検査ラインでは、コンバータの調整検査を
行うのに2台の調整検査装置を使用、それぞれプリンター
を装着、さらに製造保管用の品質データとしてA4サイズ
の検査成績証を１台ずつプリントし、それを保管していまし
た。新しい調整検査ラインは、4台の調整検査装置をネッ
トワークで結び、プリンターを１台に集約。プリンター分
の設置面積が縮小され、製造保管用検査成績証はデータ
として、サーバに保存するシステムにしました。製品1台 

あたりの電気使用量は53％になり、全体で年間1,680kWh

が削減でき、それと同時に14,000枚分もの紙の節約に 

なります。

コンバータ検査ラインの統合に携わった、横河マニュファク
チャリング生産技術本部甲府生産技術部の佐藤幸雄

Column

2006年、横河マニュファクチャリング生産技術本部は使用す
る部門費の2分の1に相当する金額をコストダウンで改善する
という大きな命題を与えられました。
そこで、各部に呼びかけてコストダウン活動と環境負荷削減
のための21施策を集めました。その一つひとつにこの1年間
取り組んできました。
環境機器液体分析計の調整検査ラインにおけるコンバータラ
インの統合や、差圧・圧力伝送器の塗装工程でのトルエン・
キシレンの削減（P.26）は、環境負荷削減のために掲げた21
施策の中の代表的な事例です。
また、2007年4月には「Enerize」（P.20）を導入して、エネルギー
消費・CO2排出状況の見える化を図り、製品1台あたりの 
エネルギー消費が30分ごとにモニターされるようになり 

全てのコストダウンは
環境負荷削減に結びつく

ました。基本的には省人化、 
省資源、省エネルギーなど 
すべてのコストダウンが 
環境負荷、CO2の削減 
になるという考えで取り
組んでいます。
今後はエネルギーの 
見える化をさらに進める
とともに、廃棄物削減、
ペーパーレス化、水の 
リユースなど、さまざまな
施策に積極的に取り組ん
でいきます。

横河マニュファクチャリング
生産技術本部甲府生産技術部

部長　渡邊 登
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京都議定書目標達成に向けて、海外輸送の切り替えなどの物流での改善や
海外でのさまざまな取り組みを展開しながら地球温暖化防止に積極的に取り組んでいます。

地 球 温 暖 化 防 止

グループ・グローバルでCO2排出削減

CO2マイナス6％に向けた活動

　2005年4月から展開されている国民運動「チーム・マイ 

ナス6％」に参加し「クールビズ」、「ウォームビズ」、「ブラック 

イルミネーション」を実施するなど、積極的に地球温暖化
防止に取り組んでいます。
　2006年は、横河電機本社ビルにバイオマス発電による
グリーン電力を日本自然エネルギー株式会社が提供する
「グリーン電力証書システム※1」により導入しました。

CO2排出量売上原単位と削減率

　2006年度YOKOGAWAのCO2排出量売上原単位は 

13.3t-CO2/億円（総量55,889t-CO2）、削減率43.5％（対1990年 

度比）でした。京都議定書目標達成に向けて努力を続けます。

物流でのCO2削減

　日本から中国への部品輸出および中国工場生産品の輸入
の物流改善に取り組みました。今まで、飛行機で行って
いた輸送の多くを船舶での輸送に切り替えることにより、
CO2の削減、コストの削減につながっています。飛行機と 

船舶の輸送では数日のリードタイムの差がありますが、 
部品の調達や生産工程におけるきめ細かな管理をすること
によって実現しています。

海外での取り組み

　韓国の公共施設では、ペーパータオルが主流な中、
Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co.,Ltd.

は、環境保護のためにペーパータオルを廃止し、ハンカチ 

を使用するように社内環境キャンペーンを実施し、ペーパー 

タオルの撤去を行いました。

※1 風力、水力、バイオマスなどの自然
エネルギーにより発電された電気の
環境付加価値を「グリーン電力証書」
という形で取引するシステム。この
システムを導入した企業は、通常の
発電業者から購入している電力のうち 
証書に記載された発電量を自然 
エネルギーにより発電したグリーン 
電力であるとみなすことができます。

グリーン電力証書

■ CO2 排出量売上原単位と削減率 (1990年度比 )
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」

環境を崩す手？

環境を保護する手！

あなたの手は

どちらですか？？

環境キャンペーンポスター
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シアンフリー生産ライン構築

　YOKOGAWAでは、水質汚染や土壌汚染の要因の一つ
であるシアン化合物を自主管理物質として登録し、全廃に
向けて準備してきました。また、安全面からも削減すべき
物質として認識してきました。
　シアン化合物は表面処理ラインのめっき処理工程で 

使用しています。2006年は、シアン化合物全廃に向けて 

生産拠点の設備変更に取りかかり、横河マニファクチャリング 

甲府工場、中国の横河電機（蘇州）有限公司において、 
切り替えを行いました。今後も有害物質のシアン化合物
を全廃に向けて、各生産拠点のライン変更を随時進めて
いきます。

土壌・水質の保全

　土壌汚染対策法の施行以前から独自の管理基準に基づ 

いて工場跡地の土壌・水質の調査を行い、対策を実施 

してきました。トリクロロエチレンの浄化を行ってきた横河 

マニュファクチャリング毛呂山工場跡地については、浄化 

を完了し、現在もモニタリングを行っています。

法の遵守

　環境にかかわる法律、規制、協定等の遵守の徹底に 

取り組み、2006年度も法令違反はありませんでした。

横河電機本社・工場で
廃棄物ストックヤードの見直し

　2006年5月、横河電機本社・工場の廃棄物ストックヤード
をそれまでの10カ所から4カ所に減らし、同時に大型回
収袋による回収から、種類別のビニール袋による回収に 

切り替えました。従来の大型の回収袋では、開口部が広い 

ため、まとまった書籍類などが投入され、重くなりすぎて
作業性が悪いこと、ストックヤードに廃棄物が散乱しやす
いこと、また分別の徹底など社内的ルールが守られない
ということもありました。回収袋の切り替えは、これらを
改善することができたのと同時に、回収手順の簡素化と 

なり、ゴミ回収車の1回当たりの収集時間が1／2に短縮した 

ほか、廃棄処理回数の削減にもつながりました。回収は
パッカー車（後部に廃棄物を圧縮する装置を搭載している
車）を使用していますが、回収車の燃料削減およびディー
ゼルエンジンに伴う排気ガス排出の削減に結びつき、 
作業中の騒音や安全面でも改善されました。横河電機本社・
工場では廃棄物に関して99％以上のリサイクル率を達成
していますが、経営管理本部人財総務センターでは今後
さらなる分別の徹底によるコスト削減と廃棄物の発生抑制
に取り組んでいきます。

大気や水質、土壌汚染の原因となる物質を削減するため、代替物質の採用や独自の活動で環境保全に努めています。
また、横河電機本社・工場では、廃棄物の回収方法を改め、環境保全だけでなく、コスト削減も図っています。

大 気 ・ 水 質 ・ 土 壌 の 保 全

独自の技術や基準、活動で
大気や水質への放出物質を削減

新しくなった「シアンフリー生産ライン」

Column

廃棄物は、一般的に処理費用を払って引き取ってもらいます。 
ところが、金属類では材質別に分別することによって、再資源 
として有効に使用されると 
同時に有価物として引き取られ、 
処理費用削減に結びつき 
ます。このように分別による 
コスト意識を高めることにより
今後は紙類にも展開して社員 
一人ひとりがさらに分別を 
徹底し、環境意識だけでなく、 
コスト意識を持ってもらう 
ことも重要だと考えています。

廃棄物処理に環境意識プラス
コスト意識を

経営管理本部　人財総務センター

安部 善一
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YOKOGAWAでは、環境や健康にとって有害な化学物質の管理だけでなく、
代替プロセスの開発や使用量削減のための改善を通じて、その削減に日々取り組んでいます。

化 学 物 質 管 理 と 削 減

徹底管理と代替プロセスの開発で
有害化学物質の管理と削減へ取り組む

環境規制への対応

　通信・測定器事業部では、EUや中国で始まった環境 

規制への対応を進めています。
　EUの「廃電気電子機器（WEEE）指令」対応製品には
WEEEシンボルマーク、中国の「電子情報製品汚染制御管
理方法」対応製品には環境汚染制御マークを製品へ表示
しています（写真：左）。また、中国の「電子情報製品汚染
制御管理方法」の包装物リサイクルマーク要求に対しては、
リサイクルマークを表示しています（写真：右）。

PRTR対象物質

　PRTR制度※の届け出対象物質（取扱量1,000kg/年以
上）は下表のような取扱量となりました。

※PRTR制度
Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）。
有害性のある化学物質の環境への排出量を把握することなどにより、化学物質を
取り扱う事業者の自主的な化学物質の管理改善を促進するとともに、化学物質に
よる環境汚染を未然に防止することを目的として制定。排出量などの情報を公開
することによって社会全体で化学物質の管理を行う制度。

■ 2006年度横河マニュファクチャリングPRTRデータ

塗装工程から有害なトルエン・キシレンを削減

　樹脂塗料を溶かすために使われている物質に、トルエン
やキシレンといった有機溶剤があります。揮発性が高く、
人間が吸い込むと中毒を起こし、量が多い場合は生命に
も危険を及ぼすことがあります。甲府工場では、差圧・圧力
伝送器などのフィールド機器の塗装に用いられるウレタン
樹脂塗料に、トルエンやキシレン
が含まれたものを使用していま
した。甲府工場全体でのトルエ
ン・キシレンの使用量は4,500kg

（2005年度実績）。2つのステップ
でこの有害なトルエン・キシレン
の削減に取り組んでいます。

トルエン・キシレンフリー塗料と粉体塗装の導入

　トルエン・キシレン削減の第1ステップは、トルエン・キシ 

レンを含まない塗料の採用で、2007年1月にこれを完了。 
この結果年間950kgのトルエン・キシレンの削減となり 

ます。第2ステップとして、2007年度から溶剤を使わない
粉体塗装への転換に取りかかり、2008年度中には主力 

である差圧・圧力伝送器などのフィールド機器の塗装を 

全面的に切り替える計画です。これにより塗装器材洗浄に
使うシンナーに含まれるトルエンやキシレンも大幅に削減
される見通しです。
　甲府工場では、耐久性テストなどを重ね評価をしながら 

新しい塗料を選定し、工程を設計するという作業を進め 

ています。粉体塗装になれば溶剤が減るだけでなく、 
塗料の節約にも
なるというメリット 

があります。また 

作業環境と塗装 

性能の向上にも 

つながると期待 

しています。

差圧・圧力伝送器

塗装工程の改善に携わった、横河マニュファクチャ
リング生産技術本部甲府生産技術部の飯島賢次、
森　正孝、井上辰也（左から）

工場名 発生物質 取扱量
（kg）

排出量（kg） 移動量（kg）

大気 公共
水域 土壌 埋立 下水道 事業所外

小峰工場 キシレン 3,100 1,900 0 0 0 0 1,200

トルエン 2,400 1,500 0 0 0 0 900

甲府工場 キシレン 1,900 1,700 0 0 0 0 200

トルエン 1,920 1,700 0 0 0 0 220

酢酸2-
エトキシエチル 1,330 1,200 0 0 0 0 130

青梅工場 銅水溶性塩 62,080 0 0 0 0 24 15,402

駒ヶ根
工場

ふっ化水素
およびその
水溶性塩

1,050 0 130 0 0 0 920
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ゼロエミッションへの挑戦

　廃棄物処理について、循環資源化を推進し資源の有効
活用をするとともにゼロエミッション達成に取り組んでいま
す。YOKOGAWAのゼロエミッションの定義は廃棄物総
発生量の99%以上を循環資源化することで達成としてい
ます。2006年度は、横河マニュファクチャリング青梅工場
で新たにゼロエミッションを達成し、横河電機本社・工場、
横河マニュファクチャリング甲府工場、小峰工場、駒ヶ根
工場、国際チャート（株）とともにYOKOGAWAでは6サイト
の達成となりました。

活動成果

　2006年度の廃棄物排出量は、売上原単位0.20t/億円(総
排出量841t)となり、1995年度に比べ88.1%の削減となり
ました。廃棄物総発生量のうちリサイクルした割合を表す
循環資源化率は、YOKOGAWA全体では89.9%、主要工場 

では96.6%でした。主な施策としては、不要な什器類の 

再利用、不要なダイレクトメールの発信元への返却、また
購入品梱包材の返却を継続して行っています。その結果、
什器再利用499台（重量換算で9.5t）、ダイレクトメール 

返却0.1t、梱包材返却13.5tの削減となりました。また、横河
マニュファクチャリングでは、廃棄物処理について、フッ素
が含まれている汚泥の受入可能な委託業者への選定を行
うなど、廃棄物のリサイクルに積極的に取り組んでいます。

YOKOGAWAでは廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進に努め、
ゼロエミッション達成に向けて、全社員が一丸となって取り組んでいます。

ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン

全事業領域でゼロエミッション活動を推進

海外の取り組み

　韓国では、大
統領法令が定め
る指定廃棄物（廃
酸、廃アルカリ、
廃油、廃棄溶剤
等）の発生から最
終処理までのす
べての過程を環
境管理団体およ
び政府がリアルタイムで追跡、確認することができる国家
管理システムWMS（Waste Manifest System）を使用する
ことが義務づけられています。
　Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co., 

Ltd.では指定廃棄物のほか、一般廃棄物についても国家
管理システムを取り入れています。

無梱包輸送の取り入れ

　韓国向けの半導体テスターの物流において、日韓同一
トラックによる一貫無梱包輸送をしています。この輸送 

方法により、今までの木箱輸出梱包から、静電防止シートと 

エアキャップによる梱包に変更しました。また、ロジフレッ
クス（株）のエアーサスペンション仕様車で振動を抑え、 
温調計がラックに備わっているため、温度・湿度の管理も
行うことができます。その結果、重量にして3,200kgの製品 

1Setあたりを梱包するために使用していた外装梱包重量
約800kgを削減することができました。

■ 廃棄物排出量売上原単位と削減率（1995年度比）
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無梱包輸送の荷台

国家管理システムWeb画面


